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“右脳思考”と“戦略的直観”で未来を創る
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パソコンの父とも呼ばれるアラン・ケイは

「未来を予測する最善の方法は、自分たちで

未来を創ってしまうことだ」と喝破したが、

飛ぶ鳥を落とす勢いの米国Apple社の戦略は

その具体例の感がある。

Appleは2011年10～12月期には3.6兆円の売

上と 1兆円の純利益を上げ、株式時価総額で

Exxon Mobil社を抜き、ついに世界一になっ

た。1976年設立の後Macintoshパソコンで高

い評価を得ていたものの、1990年代後半以降

はWindows陣営に押され 3度赤字を出すな

ど業績はどん底に落ちた。

ところが2001年に携帯音楽プレーヤーiPod

を世に出しブレークした。そのあと立て続け

にスマートフォンiPhone、タブレット型端末

iPad、それらと連携するiMacなど革新的製

品を発売し、一気に時代の寵児（ちょうじ）

となった。カリスマ的CEOスティーブ・ジ

ョブズを2011年10月にがんで失ったが、まだ

「10年分の新製品アイデアがパイプラインに

ある」（ティム・クック新CEO）と、当分勢

いは続きそうだ。

Appleが提供しているものは、単に製品の

機能や品質ではなく、新しい文化のコンセプ

トであり、見た目に美しいデザインであり、

より便利な生活スタイルである。まさに、未

来を提案している。それを徹底するために、

ハードからソフト、さらにiTunes、iCloudな

どのプラットフォームまで垂直統合し、一体

として提供する。驚くのは、直営店アップル

ストアで、初心者から上級者まで、ニーズに

応じて製品の使い方や応用の可能性を丁寧に

指導していることだ。これらの結果、ユーザ

ーに高い満足度を与え、取り込んで放さない

魅力を持っている。

工場は持たない。日本で高品質部品を調達

し、中国の組み立て専門業者にアウトソーシ

ングしている。製品デザインはジャンルごと

に 1つに絞り込み、大量生産で高い生産性を

追求している。すなわち、いわゆるスマイル

カーブの理論どおり、最上流のコンセプトデ

ザインと下流のマーケティング・販売に集中

し、高収益を実現している。組み立て工程で

品質を作り込むという日本の「ものつくり神

話」とは異次元に到達している。

Appleの成功は、単に一企業の特殊事例で

はなく、時代の変化を象徴している可能性が

高い。その場合、われわれは 2つの発想転換

を迫られることになる。

第一は、左脳思考から右脳思考への発想転

換である。これを社会学者ダニエル・ピンク

は、「ハイコンセプトの時代」と命名した。

そして、豊かな経済では、製品の機能の優秀

性や品質の高さといった左脳的思考を極める

だけでは不十分で、デザイン、全体の調和、

物語性、共感、遊び心など右脳的思考が重要

になってきたと論じる。SE、弁護士、医者

などのナレッジワーカーの仕事でも、ルーチ
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ン的な部分は、途上国やコンピュータでどん

どん代替されるため、コンセプト力を磨かな

いと生き残れないと警鐘を鳴らす。

ピンクはAppleの事例には言及していない

が、上で見た生活コンセプトの提案、デザイ

ンの美しさなどの成功要因は、ピンクの主張

と一致しているように見える。ジョブズは大

学を半年でドロップアウトしたが、その後 1

年半、興味のあったカリグラフィー（文字を

美しく見せる技法）の授業に潜り込み勉強し

たという。そして、その知識と技術が後日、

Macintoshのきれいなフォントを作る上で大

いに役立ったと振り返っている。デザイン、

全体の調和、美しさへのこだわりなどは、こ

の辺りにルーツがあるのかもしれない。

発想転換の第二は、「競争的戦略」から

「戦略的直観」への転換である。ジョブズは

「Stay Hungry, Stay Stupid」（貪欲であれ、

愚直であれ）を座右の銘としたというが、確

かに自らの直観的ひらめきに徹底してこだわ

ったようだ。米国コロンビア大学のウィリア

ム・ダガン教授は、コペルニクス、ナポレオ

ン、ビル・ゲイツ、ピカソなどを研究し、偉

大な業績の背景に「戦略的直観」があると論

じる。

注目されるのは、今日、世界の経営者の常

識となっているマイケル・ポーターの「競争

戦略論」と一線を画していることである。ポ

ーターは市場環境と競合分析を踏まえ自社の

戦略を論理的に構築する道を説いた。これに

対してダガンは、偉大な業績は必ずしも論理

的積み上げの結果ではなく、鋭い問題意識を

持つイノベーターが、ある条件の下で遭遇す

る「戦略的直観」の役割が大きいとする。そ

の条件として、プロイセンの戦略家カール・

フォン・クラウゼヴィッツの言葉を引用し

「歴史の先例、平常心、ひらめき、意思の力」

の 4つをあげている。

4条件の中で、最初の 2つは誤解しやすい。

「歴史の先例」とは自らの経験だけでなく、

他人の経験を組み合わせることである。ダガ

ンは多くの事例を踏まえ、「偉人は盗むこと

がうまい」と感嘆する。「平常心」とは、過

去の成功体験へのこだわりが次の大失敗の原

因になったという人類が繰り返してきた歴史

を踏まえたもので、禅でいう「初心」に通じ

る。ジョブズの場合、Windowsに敗北し、

どん底からはい上がったのが平常心を保てた

要因かもしれない。

業務効率性を徹底追及する日本の「ものつ

くり」は、左脳的思考と論理的戦略の産物と

考えることもできる。いずれも真面目な日本

企業が得意そうなアプローチである。しかし、

「失われた20年」はその限界を明らかにした

といえよう。

今こそ、対局にある右脳的思考と戦略的直

観を重視するという、大胆な発想転換にチャ

レンジしてみる時ではないだろうか。 ■
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日常生活に浸透した高機能のIT機器

「データを収集・蓄積して分析し有益な知

見を得る」といえばデータマイニングの領域

であり、その歴史は古い。では、なぜ今ビッ

グデータがキーワードなのだろうか。

数年前まで、高機能のIT機器は非常に高

価だった。それがこの 1～ 2年で私たちの生

活に急速に浸透している。スマートフォン

（多機能な携帯電話）はその 1つで、数年後

にはほとんどの国民が身に付けるだろうとい

われる。無線通信網の価格性能比も飛躍的に

向上している。フラッシュメモリーの価格容

量比にも目を見張るものがある。ふと気が付

くと、大容量の記憶装置や高速な計算と通信

ができる機器が私たちの生活の至る所で動い

ている。私たちはそれらの機器を普段の生活

でごく普通に使っており、知らず知らずのう

ちに大量のデータを生んでいる。電車の中で

スマートフォンを使い、思い付いたことを投

稿したりする光景は、ほんの少し前までは想

像することもできなかったであろう。

ユビキタスからビッグデータへ

Facebook（インターネット交流サイト）や

Twitter（短文投稿サイト）のようなソーシ

ャルメディアで生まれる人々の“つぶやき”

は、人と人のつながりを大きく変えようとし

ている。それだけではない。生まれてくる膨

大なつぶやきを分析することは企業が消費者

の考えや好みを理解する貴重な手段となり、

消費者への広告やコミュニケーションのあり

方も変わりつつある。スマートフォンなどか

ら収集された位置情報データの解析も、それ

と同様の変化を生み出そうとしている。

かつてユビキタスコンピューティングと呼

ばれる未来予測があった。生活の至る所でコ

ンピュータが使われる未来のことである。そ

の未来が知らず知らずのうちに現実になりつ

つある。そんな新しい社会で大量に生み出さ

れ蓄積される情報がビッグデータと呼ばれる

ようになった。

このように爆発的に増加する情報を、これ

からの社会はクラウドが受け止めてゆく。

「Hadoop」（分散処理のフレームワーク）や

NoSQL（リレーショナル型でないデータベ

ース）など、多様な分析技術がクラウドと連

携して迅速にビッグデータを解析し答えを出

してくれるだろう。今やビッグデータビジネ

ス創造に向けた準備が整ったのである。

ビッグデータビジネス創造の原動力
―ビジネスプロセスの見直しを糸口に―

大量のデータを収集・分析して有益な知見を得る、いわゆるビッグデータ時代の黎明（れい

めい）期である現在、ユビキタスコンピューティングやクラウドコンピューティング（以下、

クラウド）といったITイノベーションを経て何が変わろうとしているのだろうか。本稿では、

ビッグデータビジネスを創造するために必要な 3つの力について考察する。

特　集　［産業・社会システムに資するビッグデータの活用］
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ビジネスプロセスの見直しから始める

企業と消費者の接点で生まれる膨大なデー

タを分析すると、そこに発見があり、それは

新たなビジネスモデルを創造するチャンスに

なる。しかし、そうした期待どおりにはなか

なか事が運ばない。コンピュータの力に頼り

すぎ、仮説検証プロセスを曖昧にしたままデ

ータ収集と分析を繰り返しているためである。

より投資効果のあるデータ分析とデータ活

用を実現するためには、まず自社の現在のビ

ジネスプロセス全体を、顧客の体験プロセス

の視点から見直すことが必要である。それに

より、顧客のニーズや不満を十分に理解して

いないためにトラブルが生じていないか、消

費者に適切なタイミングで提案・推奨できず

に機会損失が生じていないかを検証すること

が重要である。その上でスマートフォンなど

の高機能化したIT機器の活用を検討するこ

とが、企業と消費者の接点で生まれるデータ

を発見し収集する際のポイントである。

収集した膨大なデータを分析して得た知見

から、次に取るべき最適な施策を考える改善

サイクル、すなわちPDCAサイクルを回すこ

とができる。そこで重要なのはデータから仮

説を組み立てる能力である。それには社内の

専門家の知見に外部のコンサルタントの知見

を交えるとよい。外部のコンサルタントは一

歩下がった視点から企業のビジネスプロセス

を見渡せるとともに、異業種のデータについ

ての知見を有しているため、複数の業種にま

たがったデータ分析の仮説提案を期待できる。

外部のデータアナリストの活用も有効であ

る。データアナリストはソーシャルメディア

など外部データの収集・分析の豊富な経験

と、異業種でのデータ分析の成功や失敗に関

する知見を有しており、データ分析業務の設

計について有用な支援を受けることができる。

ビジネス創造に必要な３つの力

野村総合研究所（以下、NRI）では2001年か

ら、今日のような情報爆発を予期してビジネ

スインテリジェンス（BI）の専門組織を作り、

データ分析を通じて経営課題の解決に当たっ

てきた。その経験は企業のサービス向上や商

品開発に生かされてきた。またNRIはテキス

トマイニングツール「TRUE TELLER」や

ナビゲーションサービス「全力案内！ナビ」

をはじめさまざまなソリューションやサービ

スを提供し、顧客の問題解決や効率的で賢い

社会システムの創造に役立つよう努めている。

ビッグデータビジネスの黎明期である現

在、課題発見のためにビジネスプロセス全体

を見渡すことのできる「鳥瞰（ちょうかん）

力」、地道な統計分析業務をコツコツと積み

上げる「忍耐力」、そこから得られる新しい

ニーズをシステムに組み込む「技術力」が重

要になる。ユーザー企業にも必要なこの 3つ

の力こそ、ビッグデータビジネス創造の原動

力である。 ■
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専門はビジネスインテリジェンス・ソーシャル
インテリジェンスなどを軸とした事業戦略策定
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サイズだけでないビッグデータの本質

2010年代の情報・通信分野における大きな

潮流としてビッグデータに対する関心が高ま

っている。ビッグデータを活用することで社

会や事業をより良いものにできると期待され

ているためである。本稿では、ビッグデータ

を「事業に役立つ知見を導き出すための“高

解像”“高頻度生成”“多様”なデータ」と定

義する。

ビッグデータというと文字どおりデータサ

イズの大きさが注目されがちである。「ビッ

グデータとはテラバイトやペタバイトといっ

たサイズのデータである」というような話も

よく聞かれる。しかし、ビッグデータの本質

はデータサイズだけにあるのではない。経営

者の立場からは、いくらデータサイズが大き

くても、それが事業に役立たなければ意味が

ない。

データサイズが大きいことはあくまでも結

果である。「顧客に対してより高い付加価値

を提供する」という目的のためには、「個々

の顧客や製品をより深く理解したい」「時々

刻々と変化する状況を理解し即時に対応した

い」「多面的な検討や分析をしたい」といっ

た要望が生まれる。それらを充足するために

“高解像”“高頻度生成”“多様”なデータが

必要になる。そのようなデータを収集してみ

るとデータサイズが結果的に大きくなるに過

ぎない。

“高解像”とは、個々の顧客に最適な対応

を行うことである。販売促進活動であれば、

例えば顧客を「30代男性」のようにひとまと

めにして画一的な施策を講じるのではなく、

同じ30代でも個々の顧客の趣味や好み、過去

の購買履歴などに応じてきめ細かい施策を講

じることが大切である。

“高頻度生成”とは、データの取得・分析

頻度を高めることである。小売業では 3カ月

に一度の購買データ分析に基づいて商品陳列

を最適化することは前から行われてきたが、

これからはリアルタイムのマーケティングも

可能になる。顧客が商品を手に取ったものの

棚に戻してしまった場合に、その商品の広告

を顧客の近くのディスプレイに表示するとい

った施策などが考えられる。

“多様”とは、データの種類が増大するこ

とである。従来であればマーケティングに用

いられることがなかった店舗内の防犯カメラ

映像を、消費者の合意の下で活用することな

企業はビッグデータにどう取り組むべきか
―ビッグデータの効用と活用における課題―

2011年以降、情報・通信業界を中心に、ビッグデータと呼ばれる概念への注目が急速に高

まり、事業における付加価値の向上や社会システムのより効率的な運用への活用が期待されて

いる。ビッグデータとはどのようなものであり、なぜ今、注目されるに至ったのだろうか。本

稿では、ビッグデータの特徴と効用、その活用を促進させる上での課題について考察する。

特　集　［産業・社会システムに資するビッグデータの活用］
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ども考えられる。

これらの施策を組み合わせれば、「週に 2

回は来店するAさんが、陳列棚の新商品Xを

手に取ったものの棚に戻した。その様子を店

舗内のカメラで認識し、Aさんの 5メートル

先にある小型の電子広告機器に商品Xを表示

したところ、Aさんはその商品を購入した」

といったシーンが実現されるかもしれない。

広がるビッグデータの活用シーン

ビッグデータは事業のあらゆる過程に役立

てることができる。商品開発の過程では、自

社商材の利用状況に関するデータを時々刻々

と収集することにより、的外れな開発を避け

ることが可能となる。販売促進の過程では、

適切な顧客に、適切なタイミングで、適切な

商品・サービスを、適切な価格で推奨できる

ようになる。このほか、保守・サポートの過

程においてコストを低減したり、コンプライ

アンス（法令順守）やセキュリティの観点か

ら不正行為をリアルタイムで検知することに

用いることも考えられる。

社会インフラや業務基盤の運用でもビッグ

データは重要な役割を果たすだろう。農業の

自動散水システムであれば「雨が降りそうな

時は水まきをしない」といったことも可能だ

し、需給関係をリアルタイムに把握して価格

調整を行うことなども想定できる。最近よく

話題となるスマートシティ（効率的なエネル

ギー利用やライフスタイルを実現する新しい

都市のあり方を表す概念）やスマートグリッ

ド（電力の供給・需要の双方を最適化できる

次世代送電網）などは社会インフラにおける

ビッグデータ活用の一分野といえる。

電子化・自動化の進展を背景に

データ活用の重要性はビッグデータが話題

になるずっと前からいわれてきた。データマ

イニング、ビジネスインテリジェンス、セン

サーネットワーク、ユビキタスネットワーク、

ライフログなどの概念は、現代社会で生み出

されるさまざまなデータを有効活用しようと

いう考え方で共通している。これらの概念は、

市場の確立に至ったものもあれば、現状では

活用が特殊な分野に限られているものもある。

ビッグデータはこれらとどこが異なるのだ

ろうか。なぜ、今ビッグデータをキーワード

としてIT活用を検討する必要があるのだろ

うか。その背景として、2001年以降の10年間

に、IT活用による電子化・自動化が技術的

に大きく進展したことがあげられる。それに

よって解析に利用できるほどのデータの取得

や蓄積が急速に進んだのである。

JR東日本の共通乗車カードであるSuicaの

サービスが開始されたのは2001年のことであ

る。店舗での支払いにSuicaを使用できる

Suicaショッピングサービスはもう少し後の

2004年に始まっている。

位置情報サービスの基盤となる位置データ

受信機能の携帯電話への搭載も2000年代に大
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きく進展した。2000年の時点では位置データ

を取得するための機器は価格が17万円程度と

高価であった上にサイズも500円硬貨程度と

大きかった。しかしその後、価格が低下する

とともにサイズも小さくなり、2007年 4月に

は第 3世代携帯電話への位置データ受信機能

の搭載が義務付けられるに至った。今では位

置データ受信機能を搭載した携帯電話・スマ

ートフォン（多機能な携帯電話）が広く消費

者に行き渡っている。

ビッグデータ活用に向けた課題と対策

（1）人材の確保・育成

ビッグデータ活用を進めるための条件が整

っていくなかで、最大の阻害要因は人材不足

である。ビッグデータの収集・分析・活用を

主導できる人材、すなわち統計学や情報科学

に詳しい人材が不足している。

極めて大量のデータを前にしたとき、すべ

ての人が「ここから何らかの有用な知見を得

られるのではないか」と期待するわけではな

い。仮に、日本人全員の過去 1年間の商品購

買状況といったデータが利用可能であったと

しても、ほとんどの人はデータを前にして途

方に暮れてしまうだろう。

ビッグデータを利用する企業の立場として

は、「それならばデータ解析の専門家に外注

すればよいのではないか」という発想が出て

こよう。しかし、情報システム構築のための

外注と同様に、期待した成果を得るためには

発注側に最低限の知識やスキルは必要であ

る。それがなければ何をどのように外注すれ

ばよいかという判断ができない。データ分析

について外注先やその候補と円滑にやり取り

ができる人材にも事欠くというのが、一般的

なデータ利用企業の現状である。

データ利用企業の中に、ビッグデータの解

析ができる人がほとんどいないという現状を

考えると、まずは社内において「この方向で

データ解析をしてみよう」「この部分は外部

の専門家に“深掘り”してもらおう」という

判断ができる程度の人材を増やす地道な取り

組みが求められる。このような人材の不足は、

多くの企業において大きな課題であり、とり

わけ統計分析や数理モデリングを担う人材が

不足している。

米国Google社のチーフエコノミストである

Hal Varianは、2009年のインタビューの中で

「今後10年間でセクシーな職業は統計家であ

る」と述べている。IT企業が集まる米国の

シリコンバレーでは、ビッグデータの処理基

盤であるオープンソースの分散処理フレーム

ワーク「Hadoop」が使えるとともに統計に

詳しい人材は、ベンチャー企業から大手企業

までが募集の対象とする人気職種となってい

る。これらの動向から、米国では多くの企業

がビッグデータ関連人材の争奪戦をすでに始

めている様子がうかがえる。

（2）プライバシー保護・機密保持

次の課題としては、ビッグデータ活用の副

特　集特　集
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作用ともいえるプライバシーの侵害や機密情

報の不正利用を防ぐことがあげられる。プラ

イバシーに関するデータとしては、年齢・職

業・性別などの属性データ、趣味やし好に関

するデータ、資産状況や健康状態に関するデ

ータ、居住地や連絡先、コンテンツの閲覧や

購買の履歴などが考えられる。

携帯電話・スマートフォンから収集・蓄積

された移動や行き先のデータから個人の日頃

の行動パターンが分かってしまうと、ストー

カーに悪用されるなどの恐れがある。また、

消費者自身が個々のデータの開示を許可した

としても、それらのデータが互いに関連付け

られることによって、本人が公開を望まない

行動履歴が明らかにされてしまうことも懸念

される。

ビッグデータビジネスを健全に発展させて

いくためには、これらの懸念を解消しつつデ

ータ分析の成果を享受できるような対策を講

じていくことが必要である。これには万能の

施策というものは存在せず、個々の対策を積

み重ねながら有効なルールやガイドラインの

整備を進めていくことが必要だろう。

そうした対策の 1つとして近年検討が進め

られているものに「プライバシー保護データ

マイニング」がある。この技術を活用するこ

とによって、「プライバシーが暴露されるこ

とを防ぎつつ、個人のデータを集めた全体の

動向を知る」といった形でのデータ活用が可

能になることが期待されており、今後の研究

の進展を注視する必要がある。

データ活用力が競争力の源泉に

ここまで述べてきたように、ビッグデータ

ビジネスは事業的にも技術的にも大きな可能

性を秘める一方で、解決すべき課題も抱えて

おり、クラウド利用とともに2010年代の情

報・通信分野における注目すべきテーマの 1

つになると考えられる。

ビッグデータビジネスの健全な発展には、

ビッグデータ活用を適切に行うことができる

人材の育成と、プライバシーに関連する情報

や営業秘密といった機微なデータの取り扱い

に関するガイドラインの整備が不可欠であ

る。しかし、機密データの取り扱いに配慮す

るあまりデータの活用を控えるというのは、

効率的な事業展開や社会システムの整備を行

う上で後ろ向きの考え方である。困難である

かもしれないが、機密データの活用と保護を

両輪として進めていく取り組みが必要である。

留意すべき点は、先進企業ではこのような

データの取得と活用をすでに進めていること

である。IT活用が電子化・自動化の段階で

とどまる企業と、事業に資する知見をデータ

から導き出すことにまで踏み出した企業との

間には、競争力に大きな違いが生じることに

なるであろう。まずは社内にどんなビッグデ

ータが眠っているか、それを丹念に見つめる

ことがイノベーションへの近道になるはずで

ある。 ■
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活用が進むID-POS分析

サービス業や流通業で以前から有効性が指

摘されていたデータベースマーケティングが、

ビッグデータ活用技術の進化により容易にで

きるようになった。ビッグデータ活用は、情

報収集・分析の高速化・多様化・高度化をも

たらし、最終的には効果的な戦略・施策の立

案に寄与する（図 1参照）。そのような事例の

1つに、ユーザーのIDと商品・サービスの購

買履歴を結び付けるID-POS分析がある。昨

今、ICカードや「おサイフケータイ」などの

普及により、ユーザーIDと購買履歴を結び付

けることは容易になっている。

ID-POS分析によって、単に何が売れたかだ

けでなく、どういった層（年代だけでなく、

購入頻度の大小などのセグメント）に受け入

れられたのかなどが識別できる。また、氏名

が分からなくとも、何回も同じ物や関連する

物を購入しているユーザーや優遇すべきユー

ザーなどが識別できる。

会員証やポイントカードでは利用者の個人

情報が登録されているので個人と購買履歴が

結び付くが、個人情報が登録されていない電

子マネーなどでもIDと購買履歴を結び付けた

マーケティングは可能である。nanaco（セブ

ン-イレブンなどで使える）やEdy（ビットワ

レット運営）などの電子マネーで買い物をす

る場合や、SuicaやPASMOのような電子マネ

ー機能付きIC乗車券を利用して電車やバスに

乗る場合など、利用者の氏名が分からなくて

も、そのIDのユーザーと行動履歴を結び付け

ることができる。

ID-POS分析は、データが取得できる企業で

はすでに基本となりつつある。以下で紹介す

る事例のように、分析結果から顧客の特性が

理解でき、その特性に応じた商品配置や時間

帯別プロモーションなどが可能になる。

ID-POS分析の事例

（1）自販機POSデータの活用

JR東日本ウォータービジネスでは、独自の

自販機POSデータを取得し、マーケティング

に活用する仕組みを導入している。POSデー

タには、商品の販売データに加えて購入日付

や時間帯のデータなども含まれる。同社の自

販機はSuicaなど交通系ICカード（電子マネ

ー）による決済も可能で、個人情報が登録さ

れていれば購入者の性別や年齢などを利用し

た分析も可能である。同社はこのような仕組

ID-POS分析による戦略的マーケティング
―会員IDをキーに付加価値の高いサービスを提供―

近年、ビッグデータ処理・分析技術の進化により、顧客のIDに基づいたPOS（販売時点管理）

システムのデータ分析（ID-POS分析）が一般的になってきた。これにより、分析結果などから

得られる顧客の特性を把握し、戦略的なマーケティングを行うことが可能になる。本稿では、

事業機会を創出するためにID-POS分析をどのように活用すべきかを事例を含めて解説する。

特　集　［産業・社会システムに資するビッグデータの活用］
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みを備えることによって、利用頻度などによ

り分類した利用者層をターゲットにした商品

開発や、設置場所別の品揃えの検討などに活

用している。

実際の分析例として、同社が大正製薬と共

同開発した飲料「リポビタンビズ」のマーケ

ティングへの応用を紹介しよう。POSデータ

の分析結果から、駅構内で最も売上の大きい

飲料Aの購入者は20代女性の比率が高いのに

対して、「リポビタンビズ」の購入者は30代男

性が最も多いことが判明した。また「リポビ

タンビズ」は購入者数ではAに大きく差をつ

けられているものの、リピーターの比率は同

程度であり、購入者の裾野を広げることで売

上を増やせることが分かった。そこで「リポ

ビタンビズ」のデザインを新しくする際に、

基調色であるグリーンを多く配置して、忙し

い時間の中で購入するビジネスマンにインパ

クトのあるデザインに変更した。

（2）会員の特性に応じたプロモーション

日本マクドナルドでは、「かざすクーポン」

と呼ぶ電子的なクーポン（割引券）を会員に

配信・提供している。会員になると「おサイ

フケータイ」にクーポンが配信され、それを

店舗の読み取り機にかざすと値引きが受けら

れる仕組みである。クーポンは会員の特性に

応じて異なったものになっている。例えば来

店頻度の低い会員には、値引き幅の大きいク

ーポンや普段より単価の高い商品のクーポン

を提供するなど、収益をより高めるための工

夫をしている。

ID情報提供への消費者の意識

企業にとってメリットが大きいID-POS分析

だが、消費者は自分の情報が分析に使われる

ことをどう思っているのだろうか。消費者が、
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図１　ビッグデータ活用の全体像 
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どのような情報であれば活用されてよいと考

えているかを示したデータを紹介しよう。

総務省では、消費者のライフログ（生活行

動の記録）を表 1のように 8つの情報種別に

分類し、どの情報を提供するのが最も抵抗感

があるかを調査した。それによると、8種の

情報の中で最も多いのは「金融資産情報」

（64.4%）で、3分の 2近くの人が抵抗を感じ

ている。次いで多いのが「通信履歴」で、数

値は9.5%と小さくなる。「商品購買履歴」「健

康情報履歴」「Webサイト利用履歴」の提供

に最も抵抗があると回答した人はいずれも

3 %未満であった。（総務省「2010年度 ライ

フログの活用及び保護に関する調査研究」）

非金銭的インセンティブ（情報管理、情報

配信、店舗や商品の推薦など）が与えられる

と仮定した場合に情報提供の抵抗度がどのよ

うに変化するかも調査している（図 2参照）。

当然のことではあるが、提供することに抵抗

を感じている情報ほど、非金銭的インセンテ

ィブでは提供されにくいことが確かめられる。

提供への抵抗度が低い「移動履歴」と「商品

購買履歴」は、非金銭的インセンティブによ

る提供意向も強くなっている。この 2つの情

報については、提供に対して多少の抵抗があ

っても、それを活用して受けられるサービス

に魅力を感じていることがうかがえる。

以上のように、「移動履歴」や「商品購買履

歴」を活用した魅力的なサービスを提供でき

れば、消費者からID情報を提供してもらえる

可能性が高い。その結果、ID-POS分析がさら

に進み、企業の競争力が高まるという好循環

が期待できる。

新たな事業機会の可能性

近年ではID-POS分析の事例は増えており、

特　集特　集

表１　ライフログの情報種別 

情報種別 具体例 

移動履歴 

商品購買履歴 

移動したエリア、現在いる位置 

購入した商品、支払った金額 

利用・予約したサービス、金額 

閲覧履歴、ユーザー登録、検索 
履歴、Webサイトへの書き込み 

預貯金、購入金融商品、 
クレジットカード利用履歴 

歩数、食事、血圧、運動内容 

医療診断結果、処方薬 

音声、メールなどのテキスト、 
画像 

金融資産情報 

Webサイト利用履歴 

その他サービス履歴 

健康情報履歴 

医療情報履歴 

通信履歴 

出所）総務省「2010年度 ライフログの活用及び保護に関する 
　　　調査研究」 

図２　ライフログ提供に対する消費者の意識 

出所）総務省「2010年度 ライフログの活用及び保護に関する 
　　　調査研究」 
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もはや特殊なマーケティング手法

ではなくなってきている。今後は、

ID-POS分析を活用した対象を絞っ

たマーケティングが、さまざまな

分野で、また業種をまたがった形

で展開されていくことは必至とい

えよう。

ID-POSだけでなく、IDを特定

できるビッグデータは数多い。そ

こで、ビッグデータの中から必要

な情報を拾い出し、それに基づい

て既存事業の改善から新規事業の

創出までを考えていくことが可能

になる。そのためには市場性を考慮して本当

に使える情報は何かを考える必要がある。そ

の際はKPI（Key Performance Indicator：

重要業績評価指標）となる情報を設定するこ

とが重要である。その情報を継続的に観察し

て変化を察知できれば、それが新たな事業機

会につながる。自分の血圧を計って異常を察

知するのと同様に、商品やサービスに対する

消費者の動向の変化をKPIから察知し、変化

の原因を速く深く分析し、戦略的な対応を素

早く行う。そうすることによって次の事業機

会が生まれる。

今後は、個人にとどまらず家族や友人など

とのつながりもマーケティングに生かすこと

が普通になっていくだろう。Facebook（イン

ターネット交流サイト）などのソーシャルメ

ディアでは、親しい友人などとのつながりに

基づいたコミュニティーが形成されている。

これを利用すれば、より付加価値の高い新し

いサービスを提供することも可能になる。

例えば、携帯電話やスマートフォンでは、

位置情報を利用して今いる場所の近くの店を

クーポン付きで紹介するサービスがすでに提

供されている。この時、個人のIDを特定し、

これをソーシャルメディアの人間関係と連携

させる。そして店の紹介と併せてその人の友

人などが店をどう評価しているかも把握でき

るようにする。そうすることで、より情報価

値の高いサービスが提供できるようになる

（図 3参照）。

以上のような、ID連携を含めたID-POS分析

の活用が進むことで、便利で付加価値の高い

サービスが数多く生み出されることを期待し

たい。 ■
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イタリアン　渋谷 

検索結果　48,400,000件 

イタリアンレストランA［口コミサイト］ 

レストランB［情報サイト］ 

イタリアン　渋谷のニュース結果 

レストランDに行ってきました！ 

代官山　レストランD

レストランC［情報サイト］ 

口コミ評価　★★★☆☆… 

地図情報　クーポン… 

最新ニュース… 

○月×日　渋谷にあるレストランDに行ってきまし 
た… 

渋谷駅、代官山駅近くにあるイタリアン… 

JR渋谷駅徒歩５分… 

友人Aさんがいいね！と言っています。 

友人Bさんのブログです。 

図３　人間関係を取り込んだ事業の例 

ソーシャルメディア各社 
（Facebookなど） 

事業者 

サービス 
利用 

情報連携の承認 

“人間関係” 
の情報連携 

情
報
提
供 

購買・決済 
情報 

移動・位置 
情報 

検索・閲覧 
履歴 

アドレス帳 
など 

通常の検索結果に加えて、ソーシャルネ
ットワーキングサービスでつながってい
る友人などの評価や、友人のつぶやき（短
文の投稿）なども同時に表示される。 
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社会につながるクルマ

走る、曲がる、止まるといった本来の機能

を十分に進化させ、人々を魅了してきたクル

マが、今では社会的な価値を生み出す存在に

なろうとしている。ICTの進展によって、ク

ルマが社会と“つながる”ようになったので

ある。カーナビはそのようなICTの代表例で

ある。それはクルマの快適さや利便性を高め

ることに貢献してきたが、一方で、個々のク

ルマに最適化されているという意味で閉鎖的

なICTともいえる。

その状況が今、変わりつつある。クルマの

ICTが、家庭やモバイル環境で普通に使われ

ているICTと連携・融合しはじめたのである

（図 1参照）。トヨタ自動車が米国で開始した

スマートフォン（多機能な携帯電話）連携車

載サービス「Entune」はその一例といえる。

「Entune」ではレストランや映画館検索のス

マートフォンアプリなどを、クルマに設置さ

れたディスプレイ画面で操作できるようにな

っている。

このところ話題のビッグデータもクルマの

あり方を変えるものとして注目されるように

なってきた。ビッグデータを収集・分析する

ことにより、これまで把握できなかった情報

の抽出や新たなトレンドの予測などが可能に

なるため、ビッグデータの活用が重要なテー

マとなっている。

位置情報のビッグデータを活用

カーナビはGPSや各種センサーからの現在

地情報や走行情報を用いて、ドライバーを目

的地に確実に導いてくれる。現在では車載器

だけでなく携帯電話やスマートフォンがGPS

機能を搭載しており、ユーザーの許可の下で

膨大なクルマの移動軌跡データが蓄積される。

位置情報を発信するクルマが多くなればなる

ほど、詳細な渋滞予測など、より正確できめ

細かいリアルタイムの道路交通情報サービス

が実現できる。ドライバーは渋滞によるスト

レスから解放され、二酸化炭素の排出を抑制

する効果も期待できる。

渋滞を回避できるルート案内のほか、ドラ

イブに出かける人の過去の行動履歴などを分

析して、ドライブ中にその人に適した観光施

設やお勧めの場所を案内するなど、より利便

性の高いサービスの提供も可能になるだろう。

一方、観光施設や商業施設にとっては、道路

交通情報サービスとタイアップすることによ

ビッグデータの活用で変わるクルマ社会
―クルマが情報端末になる日―

近年、自動車（以下、クルマ）をめぐっては、クルマ本来の機能における価値の向上だけで

なく、クルマと情報通信技術（ICT）との融合やビッグデータの活用により、これまでにはな

い新しい価値の創造を目指した取り組みが行われている。本稿では、そのような取り組みによ

ってもたらされるクルマ社会の新しい姿について考察する。

特　集　［産業・社会システムに資するビッグデータの活用］
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り、集客や来店喚起のためのマー

ケティングツールを手にすること

になる。

車載センサーからのビッグデー
タを活用

車載センサーから得られるデー

タもビッグデータとして活用が期

待される。欧米では走行距離に応

じて保険料が設定される「走行距

離従量型自動車保険」（PAYD：Pay As You

Drive）が提供されている。米国ではGMAC

Insurance社の「 Pay-As-You-Go insurance」

や 、 Progressive Casualty Insurance社 の

「Snapshot」などがある。この保険の加入者

数は着実に伸びている。適正な保険料を決定

するためには、大量のクルマの走行距離デー

タが必要となる。今後は走行距離計のデータ

を自動的にセンシングすることによって大量

データの収集が容易になるであろう。

また、ドライバーの運転の仕方に応じて保

険料を算定する自動車保険（PHYD：Pay

How You Drive）も商用車向けを中心に登

場している。保険会社にとっては安全運転の

ドライバーであれば損害補償料を支払うリス

クが低くなり、ドライバーにとっては保険料

が安くなるという利点がある。ドライバーは

安全運転を心掛けるようになるため、事故の

少ない安全なクルマ社会の実現につながるだ

ろう。この保険も、クルマの整備状況や故障

状況のデータを車載センサーから大量に収

集・分析して保険料を算定すれば、保険会社

と被保険者のドライバーの双方にとって最適

な保険商品となるであろう。

このほか、車載センサーからのビッグデー

タの活用により天気予報の精度向上も実現で

きる。多くのクルマの温度・湿度センサーや

レインセンサーのデータを位置情報とともに

送信し、これを収集・解析することによって、

各地の天候をリアルタイムにきめ細かく把握

できるようになるのである。

以上の事例は、クルマが移動することの利

点を生かした社会的価値の創出の可能性を示

唆している。ビッグデータの活用は、クルマ

と社会システムにとって多くの可能性を秘め

ている。今後、クルマとICTとの融合に向け

た動きはますます活発化するであろう。まさ

に、クルマ自体がデータを配信する情報端末

となる社会の到来である。 ■
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図１　ICTで連携・融合が進むクルマと家庭・モバイル 

パブリッククラウド 
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クルマが家庭・モバイル端末やネットワークとつながることにより
新しい価値を創出。 
世界の自動車メーカーが、つながるクルマに向けた取り組みを強化。 

WiMAX, LTE
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医療関連データの有効活用における課題

医療・ヘルスケア分野は、医療機関を中心

に大量のデータが発生する分野である。法令

で作成・保存が義務付けられている診療録

（カルテ）や処方せんなどの書類のほかに、医

療機関が診療報酬を保険者に請求する際の明

細書（レセプト）、個人が受けた健康診断の結

果など、定型・非定型を問わず大量のデータ

が発生している。

一方で、これらのデータの有効活用は限定

的である。原因の 1つは、データを電子的に

扱うためのIT化が医療機関で進んでいない点

にある。電子カルテの場合、医療機関の規模

によって異なるものの、普及率は全体でまだ

2割程度といわれている。また、将来的に医

療機関の間でデータを共有する場面が想定さ

れる一方、電子カルテのデータ形式の標準化

が進んでいない点も課題である。

データ活用に向けた環境づくり

このような課題の解決に向けて、政府の取

り組みを中心とした環境づくりが進められて

いる。2009年度の補正予算では、都道府県が

策定する「地域医療再生計画」に基づいた取

り組みを支援するための「地域医療再生基金」

が設けられた。地域内の医療機関が電子カル

テを導入する際には、都道府県が国から交付

金を受けられるなど、電子カルテの普及に弾

みがつくものと期待される。

標準化についても、一般社団法人保健医療

福祉情報システム工業会（JAHIS）を中心と

した取り組みが進められている。その成果と

して、電子カルテに記載される診療情報の共

通項目や実装方法をまとめた「基本データセ

ット適用ガイドライン」が策定されている。

期待されるさまざまな効果

このようにカルテデータの電子化・標準化

が進むと、すでに電子化が進んでいるレセプ

トデータなどと合わせて医療・ヘルスケア分

野のビッグデータが形成され、その活用は次

のような効果を生む。

医療機関では、診断・治療の支援システム

を構築することにより、医療の質の向上や安

全性の向上という効果が得られる。Computer

Aided Diagnosis（CAD）と呼ばれる診断支

援システムは、CTやMRIなどの医用画像をコ

ンピュータで解析し、病変を抽出して強調表

示する。医師はこのシステムを診断に併用す

医療・ヘルスケア分野でのビッグデータ
の活用

医療・ヘルスケア分野では、医療の質・安全性の向上や新薬開発プロセスの効率化のために、

電子カルテなどのビッグデータの活用が期待されている。政府も医療関連データを活用する環

境の整備に積極的である。本稿では、それらの取り組みの事例を紹介するとともに、医療機関

や民間企業におけるビッグデータの活用方法と、想定される効果について考察する。

特　集　［産業・社会システムに資するビッグデータの活用］
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ることにより、病変の見落としを防ぐなど医

療の質の向上が期待できる。安全性の向上に

はテキストマイニング技術の活用が有効であ

る。医療機関では看護師の投薬などにおける

“ヒヤリ・ハット”体験をまとめたインシデン

トレポートを作成していることが多い。この

内容をテキストマイニング技術によって解析

し、レポート内の単語の関係性を構造化する

ことで業務上のリスクを把握することが可能

である。この仕組みは実際に神戸市の西神戸

医療センターなどで導入されている。

テキストマイニング技術を活用すると、保

険者（民間保険会社を含む）の業務効率を向

上させることも可能になる。NRIのテキスト

マイニングツール「TRUE TELLER」を用

いた例では、保険者に届く診断書の入力デー

タ（傷病名、手術名、経過、日付など）を解

析し、傷病・手術名を特定し支払うべき保険

金額を自動計算することにより、保険金請求

査定業務の効率化を実現している。同時に、

不払い事象が起きていないかの確認も行われ

ている。

製薬企業や医療機器メーカーなどでは、大

量の患者の診療データ、処方データを解析す

ることによって研究開発を効率化することが

できる。製薬企業はそれらのデータを市販後

調査など安全性の向上につながる取り組みに

活用することも可能である。英国にはGPRD

（General Practice Research Database：一般診

療データベース）という有償のデータベース

があり、約600の診療所（かかりつけ医）から

集められた約500万人分の患者データが格納さ

れている。製薬企業はこのデータを活用した

研究が可能である。GPRDの有効性を示す例

として、製薬企業が自社の 2製品の併用によ

る患者生存率の向上を検証し、両剤の配合剤

の有用性を確認した研究がよく知られている。

これらの取り組みを通じて、何より患者自

身が安価で質の高い安全な医療を受けること

ができるようになる。

ツールと人材がデータ活用の鍵

2010年には、医薬品などのリスク・ベネフ

ィット評価のために 5年間で1,000万人規模の

医療情報データベースを構築することを盛り

込んだ厚生労働省の「電子化された医療情報

データベースの活用による医薬品等の安全・

安心に関する提言（日本のセンチネル・プロ

ジェクト）」がまとめられ、データベースの整

備が開始された。この分野では、ビッグデー

タを“どのように”活用するかを検討するフ

ェーズに入ってきたといえよう。

ビッグデータの活用によって効果を上げる

ためには、活用するための体制の整備が必要

である。特に、大規模な専門的データを分

析・活用するためのツールは重要である。既

存ソリューションの調達を含め、積極的な導

入を検討するべきであろう。同時に、データ

を活用できる人材の確保・育成にも取り組む

ことが求められる。 ■
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スマートシティを可能にする技術

スマートシティは、環境を壊さず、いつま

でも安心・安全に暮らすことができ、未来に

向けて発展するという都市に関する課題を解

決するための活動である。あらゆる課題を理

想的に解決することは現実的には不可能だが、

社会インフラに関しては課題解決のためのノ

ウハウが多く蓄積されている。表 1に、スマ

ートシティにおける各種インフラのテーマと、

それが関係するインフラ機能との対応関係を

示す。

スマートシティは多様な技術によって成り

立つ取り組みである。例えば電力の問題を扱

うスマートグリッドには、自然エネルギー利

用、電圧制御、送配電の安定化、住宅用スマ

ートメーター（通信機能を備えた検針機器）、

エネルギーマネジメントシステムなど多くの

技術が含まれる。ICTはこれら技術の基盤で

ある機器間の通信、データセンター、センシ

ング機能、ソフトウェアによる制御などの形

で重要な役割を果たしている。

広がるICTの適用領域

ユビキタスコンピューティング（生活の至

る所でコンピュータが活用される社会）の進

展に伴い、ICTの適用対象が発電所・水道・

建物などの設備インフラから、スマートメー

ターのような個人の領域にまで拡大しつつあ

る。スマートフォン（多機能な携帯電話）な

どにより個人を情報化することで生活の質を

向上させることも可能となっている。また、

河川の水量データや気象データから洪水を予

測するなどのリアルタイム性の追求も 1つの

方向性である。このようなICTの発展により、

都市の状態を表す多くのデータがタイムリー

かつ膨大に収集・蓄積されていく。

競争力の源泉はナレッジの蓄積

スマートシティをインフラビジネスとして

見た場合、設備機器は汎用化が進むことが予

想され、他社との差別化は難しくなるであろ

う。一方で、同じ都市といってもそれぞれに

スマートシティビジネスの成功要因となる
データ分析力

近年、新興国の急速な発展と先進国におけるインフラへの再投資ニーズの高まりを背景に、

“スマートシティ”の取り組みが注目されている。スマートシティはエネルギーや交通といった

都市基盤の効率的運用を実現するもので、情報通信技術（ICT）が果たす役割は大きい。本稿で

は、スマートシティビジネスにおいて競争力を左右するビッグデータの活用について考察する。

特　集　［産業・社会システムに資するビッグデータの活用］

表１　スマートシティの各種インフラテーマと関連機能の関係 

自動車 インフラ機能 
テーマ 

電気・ガス・ 
水道 

エネルギー 

水 

交通・物流 

防犯・治安 

ごみ処理 

防災 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

鉄道 建物 警察・警備 
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固有の課題があり、個々のケースに適したサ

ービスが必要になると思われる。その際に競

争力の源泉となるのは、データ分析力に基づ

いたナレッジの蓄積である。

欧州には水メジャーと呼ばれる、国際的な

競争力を持つ水資源管理企業がある。その競

争力の源泉は、設備建設・保守から事業経

営・顧客管理までを垂直統合したビジネスモ

デルにあるといわれる。これらの企業が自治

体などの顧客から信頼されているのは、水資

源管理に関するナレッジによる。水資源管理

企業は設備管理、制御といった業務システム

を保有している。フランスのGDF Suezグル

ープ、Veolia Environnementグループとい

った水メジャーは、多くの実践から得られる

ナレッジをソフトウェアに取り込み、これが

顧客への訴求力をもたらしているのである。

今後、スマートフォンの普及や、ネットワ

ークの高速化に伴うセンシングデータの増大

など、ビッグデータ時代の進展により社会イ

ンフラ管理のあり方は変化する可能性がある。

このような状況下でいち早くナレッジを蓄積

するためには、データ分析を効率化・高速化

する必要がある。実際、インフラメーカー、

サービス事業者、ITベンダーはすでにそのよ

うな取り組みを始めている。中でも米国IBM

社は世界の百数十カ所のスマートシティプロ

ジェクトに積極的に参加すると同時に、自社

研究所の統計学、確率論、力学の専門家を動

員して徹底的な分析を行っている。同社は社

会インフラビジネスへの参入では後発だが、

大量のデータを分析して得たノウハウを競争

力の源泉とし、本業であるITビジネスの成長

につなげようとしているのである。

インフラ投資の効果を高めるデータ分析

スマートシティに関わるビッグデータ分析

競争は始まったばかりであるが、期待される

効果は大きい。一般的に企業では、データ分

析をマーケティングや新事業の創出につなげ

ることなどが効果としてあげられる一方、自

治体やインフラ事業者では、エネルギーの効

率的利用、都市の安全、物流・交通の効率化

などが期待されている。

このためには、自治体やインフラ事業者に

は次のような分析が必要とされる。

①電力・水および交通の長期需要予測

②リアルタイムの需要予測と対策検討および

災害予測

③機器・設備の老朽化予測および稼働停止の

可能性予測

ビッグデータを活用することで、これらの

検討や予測が従来よりも高精度かつ高効率に

できるようになる。

世界の都市インフラ投資は、2020年には新

興国を中心に2008年に比べて 2兆ドル以上増

えるとみられている（経済産業省「産業構造

ビジョン2010」）。このインフラ投資による効

果を最大化するためには、ビッグデータの分

析技術が必須となるであろう。 ■
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進むオープンガバメントの取り組み

インターネットを活用して情報公開や行政

への市民参加を促進するオープンガバメント

（政府のオープン化）の取り組みは世界各国で

進んでいる。米国では、オバマ政権の誕生以

降、「透明性」「国民参加」「官民連携」の 3つ

を柱にさまざまな行政情報が電子的に提供さ

れている。

日本でも、すでに2004年11月には内閣府の

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部

（IT戦略本部）の各府省情報化統括責任者

（CIO）連絡会議で「行政情報の電子的提供に

関する基本的考え方（指針）」が決定されてい

る。開かれた行政の実現とともに、行政情報

の有効活用によって社会・経済活動に有益な

情報資源の充実に資することを目的に、行政

機関に蓄積されている情報を電子的に提供す

ることを積極的に推進するとしたものである。

提供する情報は「行政の諸活動に関する情

報」「法令により公表等が義務付けられている

情報」「社会的な有効活用に資する情報」とさ

れ、国民や企業の不利益にならず行政活動に

重大な支障がないかぎり積極的に提供すると

している。

基本方針が決まった法人番号制度

各府省、中央と地方など多岐にわたる行政

機関が情報を共有し活用するためには、その

情報がどの主体に関するものであるかを横断

的に検索できる「キー」が必要となる。企業

検索のキーとなる法人番号は、2011年 6月に

政府・与党社会保障改革検討本部で決定され

た「社会保障・税番号大綱」（以下、「大綱」）

によってマイナンバー（社会保障と税の共通

番号）とともに基本方針が定められた。現在、

IT戦略本部において実装と活用方法の検討が

進められており、2014年度より順次運用を開

始することになっている。

法人番号は活用範囲が大きいと考えられ、

企業が行う行政手続きの簡素化や添付書類の

削減などの効果が期待される。「大綱」でも

「広く一般に公開されるものであり、自由に流

通させることができ、官民を問わず様々な用

途で利活用するものとする」とされている。

行政が保有するビッグデータの活用効果

IT戦略本部の電子行政に関するタスクフォ

ース（特別作業班）では、2011年12月の会議

で、想定される法人番号の利用例をあげてい

行政が保有するビッグデータの活用
―企業情報の活用による行政と民間企業の業務効率化―

国や自治体は行政手続きなどを通じて企業のさまざまな情報を保有している。この情報を行

政内部で共有できれば各種手続きの効率化など大きなメリットが得られるはずだが、現状では

この種の情報共有は進んでいない。本稿では、導入の検討が進められている法人番号（企業コ

ード）を中心に、情報共有による行政と民間企業の業務効率化の可能性について考察する。

特　集　［産業・社会システムに資するビッグデータの活用］
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る。主に企業が行う行

政手続きの効率化や添

付書類の削減に主眼を

置いたもので、例えば

物品・役務の入札参加

資格登録に法人番号を

導入し、中央官庁と地

方自治体が保有する各

種の企業情報を相互利

用することにより、企

業側で最大177億円、

行政側で最大24億円の

コスト削減ができると

している（図 1参照）。

行政が持つ大量の企

業情報（ビッグデータ）

を民間でも活用できる

ようになると、業務の効率化や精度の向上が

可能になるものと期待される。すでに業界単

位ではEDI（電子データ交換）などのために

企業に番号が付与されているが、共通の法人

番号が導入されると、以下の例のように大幅

な業務効率化が可能になると考えられる。

①金融

融資の申し込み時に添付が必要だった各種

公的証明書や公開情報（決算書など）を、金

融機関は法人番号で検索して閲覧できる。

②企業間取引

取引に当たっての与信審査において、法人

番号を用いて公的・民間の各種データベース

を検索し、与信に必要な情報をより多く効率

的に収集できる。

③物流

輸送中の貨物の所有権を法人番号によって

管理できるようになり、物流在庫を担保にし

た融資のような付加価値サービスを容易に提

供できるようになる。

このような効果を実際に得ようとすると、

法人番号を民間でも容易に活用できる仕組み

が必要である。特に、すでに使われている企

業コード体系との読み替え機能の整備や、事

業所単位でのコードの付与と管理の方法など

について検討する必要がある。 ■
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図１　入札参加資格登録に企業コードを導入した場合の手続き（案） 

出所）電子行政に関するタスクフォース（第17回）資料 
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ビッグデータを処理するための基盤技術

ある試算によると、全世界で生成されるデ

ータの量は、2011年にはPB（ペタバイト）、

EB（エクサバイト）を超えてZB（ゼタバイ

ト）に達するとされていた。このような従来

の常識を超える大量のデータを処理できる基

盤技術とはどのようなものだろうか。

従来、データの保存や分析には

RDB（リレーショナルデータベー

ス）やDWH（データウェアハウ

ス）が基盤技術として用いられて

きた。しかしRDBやDWHが現実

的な時間内で処理可能なデータ量

はせいぜいTB（テラバイト）程

度であり、それ以上の大量データ

を扱うには性能不足となってき

た。そこでこれらの技術は低レイ

テンシー（高速）化とスループッ

ト（単位時間当たりの処理量）向

上という 2つの方向で改良され、

商用製品やオープンソースソフト

ウェアの形で提供されるようにな

った（図 1参照）。

大量のデータを高速処理（保存）

するためには、分散キャッシュ（複数のサー

バーのキャッシュを統合的に扱う技術。キャ

ッシュとはデータベースへの問い合わせ結果

をメモリー上に保持しておくこと）やインメ

モリーDB（データをメモリー上に格納するデ

ータベース）が使われてきた。

さらに高速化するためにはNoSQL（リレー

ショナル型でないデータベース）が利用され

ビッグデータを支える基盤技術
―「Hadoop」の現状と今後の進化―

近年、ビッグデータが実務に活用されるようになった背景には、大量に発生するデータを高

速処理するための基盤技術の革新がある。本稿では、ビッグデータ活用を支える基盤技術の中

でも、分散処理のフレームワークとして最も注目され、ビッグデータの中核的な技術となりつ

つある「Hadoop」に焦点を当て、その処理の仕組みや有効性、今後の進化について解説する。

特　集　［産業・社会システムに資するビッグデータの活用］

図１　ビッグデータの処理基盤 
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ている。NoSQLはRDBより高速な処理が可能

で拡張性もある。これ以上の高速化を図る技

術にはストリームデータ処理がある。CEP

（Complex Event Processing：複合イベント

処理）によって発生したデータを保存せずに

そのまま処理することで圧倒的な高速化を可

能にする。

スループットを高めるための 1つの方法は、

処理を行うコンピュータ（ノード）の数を増

やすスケールアウト構成として全体の処理能

力を高めることである。従来のRDBやDWH

もこの方法で処理能力を高めることはできる

が、基本的に共有ディスク（複数のノードか

らアクセス可能なディスク領域）構成を前提

としているため、最終的には共有ディスクの

処理限界がスループットの限界となる。これ

を改良したものがMPP（Massively Parallel

Processing：超並列処理）型DWHである。共

有ディスクが不要な構成を採用し、スループ

ットの限界を取り払っている。

しかし、MPP型DWHでもノード数には上

限がある。そこで、さらなるスループット向

上のために使われるのが大量データの分散処

理フレームワーク「Hadoop」である。非構造

化データをHadoopで処理し、構造化データを

MPP型DWHで処理するといった連携も行わ

れるようになっている。

Hadoopの処理の仕組み

Hadoopは、ビッグデータを扱うためのさま

ざまな基盤技術の中核的な存在として、今、

最も注目されるようになっている。Hadoopは

もともと米国Google社が開発した大規模デー

タ処理技術をJava（プログラミング言語の 1

つ）で実装したオープンソースソフトウェア

である。

Hadoopは図 2に示すようにMapReduce、

HBase、 Hadoop Distributed File System

（HDFS）という 3つの部分で構成され、それ

ぞれワークロード分散、キーバリューストア、

分散ファイルシステムの機能を提供している。

Hadoopをビッグデータを支える基盤として

見た場合、最も根幹を成す部分はMapReduce

とHDFSである。MapReduceがプロセスを分
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図２　Hadoopの概要 

■ワークロード分散システム（Hadoop MapReduce） 
タスクを複数に分割し、それぞれ別ノード（プロセス）で並列処理することで全
体のスループットを上げる仕組み 

■キーバリューストア（HBase） 
キーと値の組を保持するデータベースシステム。単純な構造にすることで高性
能を実現、一貫性をある程度犠牲にすることで拡張性を確保 

■分散ファイルシステム （Hadoop Distributed File System） 
低価格のコンピュータを多数接続して作成される大規模ファイルシステム。同
一データを複数ノードが保持することで信頼性を確保 

MapReduce

Hadoop 
MapReduce

Hadoop 
Distributed File System
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Google File System

Googleの基盤技術 

BigTable

出所）「CodeZine」の記事に基づき作成 
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散する仕組み（プロセスグリッド）、HDFSが

データを分散する仕組み（データグリッド）

となっており、2つの仕組みが連動すること

でスケールアウト可能な分散処理機能が実現

されている。

もう少し詳しく見ていこう（図 3参照）。ま

ず、実行したいジョブの入力データをHDFS

上に用意する。データはHDFSにより複数の

データノードに分割配置され、その位置情報

がメタデータとしてNameノードに記録され

る。次に入力データに対するジョブの実行を

司るのがMapReduceである。MapReduceは、

Nameノードに格納されたデータの位置情報

を参照し、適切なデータノードにジョブをタ

スクとして実行するよう依頼する。タスクは

Map、Shuffle/Sort、Reduceの順に実行され、

最終的に処理結果を出力する。このようにデ

ータの分割はHDFSで、プロセスの分割は

MapReduceで自動化されているため、スケー

ルアウト可能な構成とすることが容易である。

耐障害性の観点で付け加えると、データは

HDFSレベルではソフトウェア的に多重化さ

れている。またジョブはJobTrackerで、タス

クはTaskTrackerで監視されており、何か障

害があれば別ノードで再実行する仕組みとな

っており、一定の可用性が担保されている。

実証されたHadoopの有効性

野村総合研究所（以下、NRI）は、タクシ

ーなどから得られる移動軌跡情報（プローブ

データ）に基づいた独自の交通情報を生成し

「全力案内！ナビ」で提供している。プローブ

データは、交通規制の参考のために過去の渋

滞情報を知りたいといった用途にも利用でき

る。このようなケースを想定して、Hadoopで

は処理をどれだけ高速化できるかを検証した

特　集特　集

図３　Hadoopによる処理の全体イメージ 

出所）hadoop.apache.org/に基づき作成 
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（図 4参照）。具体的に

は以下のような 2ステ

ップのMapReduce処

理となる。

①対象日時のプローブ

データをデータベー

スから抽出し、ある

車両のIDをキーとし

てリンクマッチ処理

（車の位置と道路情

報のマッチング）を

行い、その車両の走

行軌跡（リンク情報）を生成する。

②対象となる場所の 2次メッシュ（ 1辺が約

10kmの区画）コードをキーとして車両の走

行軌跡（リンク情報）を重ね合わせて渋滞

情報を生成する。

この検証では、RDBを使った場合に比較す

れば10倍の高速化（車両が24台の場合）が実

現された。キーの選択には工夫が必要だが、

適切に設定すればHadoopによる高速化が可能

であることが検証できた。

ビッグデータ基盤として進化するHadoop

現在、ますます増大するビッグデータの扱

いを強化するために「Hadoop 2.0」の開発が

進められており、以下のような機能向上や弱

点の補強が図られることになっている。

①現在は4,000台程度が最大のHadoopクラス

ターが 1万台以上に拡張される。

②複数のNameノードを持てるようになり、さ

らに大量のHDFSファイルを一元管理する

ことが可能になる。また、これまでSPOF

（単一障害点。その故障によりシステム全体

が動かなくなるような箇所）となっていた

Nameノードが複数になることで可用性が

飛躍的に高まる。

③MPI、Master-Worker、繰り返しモデルな

どMapReduce以外のプログラミングモデル

をサポートする。

本稿ではHadoopを中心に解説してきたが、

NoSQL、CEP、MPP型DWHを含め、NRIは

技術検証を通じてビッグデータを支える基盤

技術とその活用ノウハウを蓄積しており、シ

ステム構築やSaaS/ASPサービス（ソフトウ

ェア機能をインターネットで提供する仕組み）

などでの活用を予定している。 ■
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図４　渋滞情報生成の処理イメージ 
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ビッグデータ処理における技術課題

ビッグデータに新しい価値を見出そうとい

う動きが強まるなか、技術者の間ではビッグ

データの効率的な処理方法について熱い議論

が交わされている。しかし、データ分析の理

論や技術に焦点が当たり、日々発生する膨大

なデータを格納するデータベース技術につい

ての議論は比較的少ない。

データベース技術においては、分散処理や

大規模メモリーを活用した性能の改善が著し

いが、ビッグデータ処理は単に大容量データ

に対応するだけでは済まないという難しさが

ある。

データベース技術は、メインフレーム（大

型汎用コンピュータ）時代の構造型データベ

ースから、現在はリレーショナル型データベ

ースが主流となっているが、いずれも構造化

されたデータの処理を前提として設計されて

いる。ビッグデータのデータベースの難しさ

の 1つは、従来の構造化されたデータとは異

なる非構造化データの扱いである。

非構造化データとはどういうものか

データベースに格納して処理することがで

きるデータは、顧客データ、経理データ、在

庫データのようにデータ要素が単純でデータ

要素間の関係を容易に定義できるデータであ

る。これが構造化データと呼ばれる。このこ

とを念頭に置いて、ビッグデータの構成要素

をデータ特性の観点から整理してみよう。

ビッグデータは大きくフリーテキスト（自

由記述文）、ログ情報、空間情報の 3つに分類

することができる（表 1参照）。

フリーテキストが構造化されていないこと

は容易に分かるだろう。ある商品に対するコ

メントであれば、単純な「好き・嫌い」のレ

ベルから、クレームや消費者からの提案など、

1つの短いコメントの中にも多くの要素が含

まれている。このようなフリーテキストの情

報の場合、どのようなデータ要素（キーワー

ド）が含まれているかを事前に予測すること

は難しい。

ログ情報や空間情報（地理情報）は、その

1つ 1つのデータ要素は事前に把握すること

ができる。しかし、データ要素の種類と組み

合わせは極めて多様である。例えばECサイト

での購買履歴情報では、「いつ・誰が・何を買

ったか」という情報に加え、購入に至るまで

にどの商品やキャンペーンなどを経由したか

ビッグデータを支えるデータベース技術
―注目される非構造化データベースのビジネス価値―

データベースはビッグデータ処理の重要な要素の 1つであるが、ビッグデータを格納するデ

ータベースは、単に大容量に対応するだけでは済まないという難しさがある。本稿では、「非構

造化データ」に対応するデータベースとして現在注目されている技術について、ビジネス活用

の視点から考察する。

特　集　［産業・社会システムに資するビッグデータの活用］



2012年4月号 29

といった「動線」と呼

ばれる情報、購入判断

に至るまでの訪問回数

や時間などさまざまな

データ要素が考えられ

る。車両や制御装置に取り付けられたセンサ

ー情報も、機器ごとに情報は特定できるもの

の、センサーの種類や組み合わせの数は膨大

である。空間情報においても、「近く」や「周

辺」といった情報まで含めるとその種類は想

像以上に多い。

このように考えると、ビッグデータに共通

する特徴はデータ要素の多様性であるといえ

る。データ要素が非常に多様であるがゆえに、

データベースに格納するのにあらかじめ必要

となる、データ要素の定義やデータ要素間の

関係の定義（構造化）が難しいのである。こ

れが非構造化データの特徴である。

非構造化データに対応するデータベース

現在、主流となっているリレーショナル型

データベースには、データ要素の組み合わせ

が一定の数を超えると、構成が複雑化するこ

とによって性能が極端に劣化するという構造

上の問題がある。そのため、データ要素が追

加されるたびにデータベース技術者によるチ

ューニングが必要になる。また、データ要素

を大幅に追加するためには、データベースの

再構成が必要となる場合もある。多様なデー

タを扱わなければならないビッグデータ処理

のために新しいデータベース技術が期待され

ているのはこのためである。多くの技術が提

案されているが、おおよそ 2つの種類に分類

することができる。

1つはカラム（列）型ベースデータベース

と呼ばれるもので、従来のデータベースが複

数の情報をまとめて読み書きしていたものを、

個々のデータ種別ごとに読み書きできるよう

にしたものである。情報をばらばらにするこ

とでデータベースの構造が非常に単純になる。

それにより大規模な分散データベース（複数

のコンピュータに分割して管理するデータベ

ース）を構成することが可能になる。ただし、

ばらばらにした情報の結合の仕方は目的に合

わせて個別に設計する必要がある。Google

（検索サービス）、Facebook（インターネット

交流サイト）、Twitter（短文投稿サイト）と

いったインターネット上の巨大なデータベー

スにはこの技術が使われている。

もう 1つはXML型データベースと呼ばれる

ものである。データ要素をタグ（データ構造

を表す付加情報）を付けた状態で保持するた

め、データ要素間の関係を事前に定義する必

要がない。発生した多様なデータをそのまま

蓄積できるところが最大の強みである。XML
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表１　ビッグデータを構成する要素の特性 

特性 例 

フリーテキスト 

ログ情報 

空間情報 

ソーシャルネットワークの書き込み、コールセンターの問い合わせなど 

センサーの取得情報、購買履歴情報など 

住所、緯度・経度、ランドマークなど 
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型データベースはデータ要素間の関係をユー

ザーが必要な時に取り出せることが特徴で、

強力な検索エンジンとの組み合わせが前提に

なっている。2000年前後に登場した第一世代

のXML型データベースは検索性能と更新機能

に弱点があり普及に至らなかった。ここにき

て、ビッグデータ分析ニーズの高まりととも

に、大幅に性能と機能を強化した第二世代の

製品が市場に出てきている。

非構造化データベースのビジネス価値

ビッグデータに対応した新しいデータベー

スがビジネスにどのような効果をもたらすか

を事例を通じて考えてみよう。

①販促キャンペーン

販促キャンペーンでは、図 1に示すように

さまざまなデータ要素を利用して最適な施策

を検討する必要がある。同図の右側に示すよ

うに、キャンペーンに必要な多様な情報を従

来のリレーショナル型データベースに蓄積し

ようとすると、それぞれのデータの定義を個

別に行わなければならない。そのため新しい

キャンペーンが企画される都度、データ定義

の変更・追加が発生し、キャンペーン実施ま

でにデータベースの準備作業が間に合わない

といった事態も起きかねない。

これに対してXML型データベースでは、事

前のデータ定義なしにタグによって情報の構

造を保持することができるため、キャンペー

ン企画からデータ分析までの所要時間の大幅

な短縮が期待できる。

②投資情報のリアルタイム監視

英国のある大手投資銀行では、投資決定の

ための取引情報監視ツールとしてXML型デー

タベースを活用している。コンピュータ取引

による取引数の急増に加え、新たなデリバテ

特　集特　集

図１　キャンペーン関連情報の構成例 
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ィブ商品（金融派生商品）が次々に生み出さ

れる状況にあって、多様なデータを柔軟に取

り込めるデータベースシステムの構築が喫緊

の課題となっていたためである。

③航空機事故の分析

米国連邦航空局（FAA）は、緊急事態発生

時にはその状況と調査状況を内外の報道機関

に発信することが求められている。2009年 1

月に発生したUS Airways機のハドソン川へ

の緊急着水事故は記憶に新しいが、この時も

極めて多様な情報の分析結果を発表しなけれ

ばならなかった。収集・分析する情報には、

空港における検査データや機体の整備データ、

パイロットの経歴などに加え、Google社が提

供する航空写真、ソーシャルネットワーキン

グサービスやブログに書き込まれた目撃情報

などが含まれていた。FAAでは緊急時に備え

てこれらの情報を非構造化データベースに蓄

積しつつ、状況に合わせて分析を行えるよう

にしている。

以上の事例から読み取れるのは、非構造化

データベースの価値はビッグデータ活用の即

時性にあるということだ。単に大容量のデー

タを高速に検索できるだけではなく、データ

を検索できるようにするための準備時間の短

縮が大きなメリットである。これはビッグデ

ータ活用シーンの多くで必要とされている。

例えば社会インフラにおいては、センサー

や装置のログ情報を複合的に組み合わせて、

障害や災害状況を事前に防止することが研究

されているが、ここでは一刻を争う即時性が

求められる。

また、製造業において製品の欠陥やクレー

ムが発生した場合には、その欠陥やクレーム

内容に応じて、製品設計情報、品質試験情報、

製造装置のログ情報、インターネット上の書

き込みなどから情報を抽出して原因を分析す

る必要がある。製品に関連するさまざまな情

報をひとまず非構造化データベースに蓄積し

ておくことで、迅速な顧客対応が可能になる

だろう。

今後の展望と課題

以上見てきたように、ビッグデータ処理に

おいて非構造化データベースが活用される場

面は増えていくことが予想される。

しかし、非構造化データベースが万能であ

るわけでも、従来のデータベースが不要にな

るわけでもない。本来、データベースにはそ

れぞれのタイプに適したデータ特性があり、

目的に合わせて最適なものを選択していくこ

とが重要である。

これまではリレーショナル型データベース

があまりに普及してしまったため、技術の選

択肢があまりなかったというのが実情であっ

た。ビッグデータが注目され、データベース

技術の選択肢が増えた今、ビジネス価値の観

点からそれらの技術を見極める眼をどう養う

か、今後のシステム設計の重要な課題となる

だろう。 ■
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ソーシャルメディアがWebを変える

Facebook（インターネット交流サイト）や

Twitter（短文投稿サイト）などのソーシャル

メディアが普及するにつれて、検索サイト

Googleの役割が薄れつつある。Googleが実現

したのは、広大なWeb空間におけるリンクを

分析し、ユーザーが求めるコンテンツをラン

キング表示することであった。これによって

Webサイトの導線が多様化し、企業はGoogle

から自社Webサイトへの経路を最適化したり、

Google上に検索連動型広告を出したりするこ

とで対応してきた。このWebサイトの導線が

ソーシャルメディアによって大きく変化し、

企業もその対応に迫られるようになった（図

1参照）。

Twitterに関して「1,000人をフォローする

と違った世界が見えて

くる」という言葉があ

る。現実には1,000人の

投稿をすべて見ること

は難しいが、思いがけ

ずに自分にとって価値

のある情報を見つけ、

ひらめきや気付きを得

られた経験を持つ人は少なくないだろう。人

は偶然に発見される価値を期待してソーシャ

ルメディアに群がるようになり、そこに新た

なWebサイト導線が出来上がることになった。

消費者主導で形成される集合知

ひらめきや気付きを期待するユーザーは、

Web上で流通するコンテンツをも変化させて

いる。1980年代以降に生まれた10代、20代の

デジタルネイティブと呼ばれる世代は、マス

メディアによって流される情報に満足せず、

自らツールを活用してWebなどからアクティ

ブに情報を得ることを好む。ソーシャルメデ

ィア上では投稿された画像、コメント、評価

などがコンテンツとして流通する。時には企

業の商品、サービスや企業ブランドに対して

言及する情報が拡散することによって、マー

集合知を活用するソーシャルメディア基盤
―シェアードメディアで顧客との新しい関係構築を―

企業は今、ソーシャルメディアの普及によって複雑化したWebサイト導線に対応する必要に

迫られている。すなわち、企業はソーシャルメディアに流れる顧客の声を分析し、顧客ととも

に価値を生み出すことが求められている。本稿では、顧客主導のソーシャルメディア運営を支

える技術と、野村総合研究所（以下、NRI）のソリューションを紹介する。

特　集　［産業・社会システムに資するビッグデータの活用］

図１　多様化するWebサイト導線 
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ケットのトレンドが作られることもある。

そこで、商品やサービスに対する消費者の

声を積極的に利用してトレンドを作り出す新

たなメディア戦略を取る企業が現れてきた。

米国Coca-Cola社はマーケティング戦略として

“Liquid & Linked”というスローガンを掲げ

ている。“Liquid”（流動的）は、メディアを

流れる情報の流動性が高く企業によるコント

ロールが難しいこと、“Linked”（つながって

いる）は一貫性のあるメッセージを各媒体を

連携させて伝える必要があることを示唆して

いる。同社はこの戦略を推進するために、ソ

ーシャルメディアを流れる消費者の声を分析

してトレンドの形成を促す技術、形成された

トレンドを各媒体を通じて統一したメッセー

ジとして配信するための技術を導入した。

シェアードメディアへの対応が重要に

ソーシャルメディア運営のポイントは、シ

ェアード（Shared）メディアへの対応である。

シェアードメディアは、ペイド（Paid）、オウ

ンド（Owned）、アーンド（Earned）という

“トリプルメディア”にまたがって、企業と消

費者がともに情報を流通させるための仕組み

である（図 2参照）。

ペイドメディアは、新聞・テレビ・Webサ

イトの広告など企業が広告費を支払って情報

を掲載してもらうメディアである。オウンド

メディアは、自社が所有するWebサイトや販

売チャネルなどのメディアである。この 2つ

のメディアでは流通するメッセージを企業が

コントロールできる。アーンドメディアは、

FacebookやTwitterなどユーザーが自発的に

情報を発信するメディアである。アーンドメ

ディアではユーザーが自ら発信する情報の方

が企業の情報より重要視される。

シェアードメディア運営において企業が取

り組むべきことは、単に自社が流したメッセ

ージに対する消費者の反応を見るのではなく、

消費者がどのコンテンツに対してどれだけの

時間、どのようなアクションを起こしたかを

分析し、消費者に活発な活動を促すことであ

る。これを実現するためには、トリプルメデ

ィアで流通するコンテンツを一元管理し、各

メディアでの消費者の行動を追跡するITの仕

組みが必要となってくる。

ソーシャルメディア運営のソリューション

NRIは、シェアードメディアへの対応に必

要な機能を組み込んだソリューション「NRI
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柴谷雅美（しばたにまさみ）
専門はオペレーションズリサーチ、機械
学習を使ったウェブの集合知活用

図２　トリプルメディアにまたがるシェアードメディア 
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ソーシャルメディア基盤」を提供している

（図 3参照）。このソリューションは主に以下

の 4つの機能を提供する。

（1）マルチメディア＆シングルコンテンツ

企業は今、Facebook上に自社の商品・サー

ビスのファンページを設けたり、会員サービ

ス（自社商品に対する消費者の思いを語る文

章を掲載するWebサイトなど）を立ち上げた

りするなど、さまざまなソーシャルメディア

運営に取り組んでいる。しかし、各種のオウ

ンドメディアやアーンドメディアはそれぞれ

異なる基盤を使用しているため、各メディア

に合わせたコンテンツを別々に用意しなけれ

ばならず、メンテナンス性が低くメディア全

体で統一感を出すことが難しい。

このような個別最適の状態を改善するため

に、各メディア上で同一のコンテンツを動作

させるための仕組みが「マルチメディア＆シ

ングルコンテンツ」である。具体的にはCMS

（コンテンツマネジメントシステム）でコンテ

ンツを一元管理し、Facebookファンページや

自社サイトに合わせたレイアウトでコンテン

ツを配信する。ユーザーは企業のWebサイト

でもFacebookやYouTube（動画投稿サイト）

でも、どのメディアでも同じ動画やコメント

を閲覧・書き込みができ、気に入ったものが

見つかれば「いいね！」ボタンや「シェア」

ボタンで友達に紹介できる。

キャンペーン時の特定のコンテンツの差し

替えや、季節に合わせたWebサイト全体の色

味の調整なども簡単である。今後はモバイル

端末を利用したコミュニケーションが拡大す

ることが考えられ、モバイル端末の種類に応

じたコンテンツ管理も重要性を増していく。

（2）ID連携API

ユーザーがどのメディアを通じても自分の

投稿などを閲覧できるようにするためには、

異なるメディア間でユーザーIDを連携させる

仕組みが必要である。これを実現するのが

「ID連携API」である。

特　集特　集

図３　NRIの企業向けソーシャルメディア基盤 
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例えば、ユーザーがFacebookのIDを使って

他のWebサイトにログインし、コメントを投

稿すると、そのコメントはFacebookのNews

Feed（友達の行動を表示する場所）やTicker

（友達の更新情報をリアルタイムに告知する場

所）上にリンクURLとともに表示され仲間と

共有されるようになる。

「ID連携API」はログインやコメント、シェ

ア機能に加えてライブチャット、ユーザーの

ランク表示、ゲームなどのソーシャルアプリ、

決済などの機能も提供する。そのすべてがユ

ーザーIDと連携されており、各メディア上で

のユーザーの行動履歴がビッグデータとして

取得・管理される。そのため企業はユーザー

ごとの行動や好みの分析、それに基づいたユ

ーザー別のプロモーションなどを実施できる。

（3）メディア運営サービス

ソーシャルメディア運営は前述のとおり、

消費者にいかに主体的にコミュニティーに参

加してもらうよう仕向けるかが重要なポイン

トである。これを実現するための補完機能が

「メディア運営サービス」である。

各コンテンツに対するユーザーの反応がど

うだったかをモニタリングできるので、その

データに基づいて人気のあるコンテンツを優

先表示することなどが可能になる。また、ど

のユーザーが情報の拡散に最も寄与している

かを分析することもできるため、ユーザーの

ランキング表示をしたり、影響力の大きいユ

ーザーだけに個別のキャンペーンを実施した

りすることもできるようになる。

「メディア運営サービス」中の「ゲームメカ

ニズム」は、ユーザーのメディア内での行動

履歴に基づいてポイントやクーポンなどのイ

ンセンティブを与える機能である。ユーザー

に次のインセンティブ取得に必要なアクショ

ン数を提示することで、ユーザーにコミュニ

ティー内での行動を促すことも期待できる。

（4）ビッグデータ分析

「メディア運営サービス」を通じて得られる

ユーザーの行動履歴は、ユーザーの趣味や好

み、商品・サービスに対する評価を反映した

ものである。これらをユーザーの具体的な行

動につなげるための分析基盤が「ビッグデー

タ分析」である。ビッグデータ分析の結果は、

自社のEC（電子商取引）サイトなどの販売チ

ャネル上でユーザーにレコメンド（推薦）す

る商品の決定、次世代商品のターゲットの決

定、競合商品との差別化戦略などに活用する

ことができる。

顧客主導のソーシャルメディア運営のために

ここまで述べてきたように、ソーシャルメ

ディアでは、分散するさまざまなメディア上

でいかに統一されたメッセージを発信するか

が重要である。「NRIソーシャルメディア基

盤」は、各メディアへの迅速かつ柔軟な対応

を可能にし、企業が本来取り組むべき顧客主

導のソーシャルメディア運営を実現すること

に貢献できるものと考えている。 ■
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ビッグデータ活用に適した韓国のIT環境

韓国では政府がIT産業の発展に常に主導的

な役割を果たしてきた。ビッグデータの活用

も例外ではない。2011年10月には大統領直属

組織である国家情報化戦略委員会が、ビッグ

データを活用して“スマート政府”を実現す

る計画を策定した。政府は国家知識情報プラ

ットフォームを構築し、1,068種の公共情報の

中から公開可能な351種の情報を2013年までに

全面公開することになっている。

韓国のビッグデータ活用は、住民登録番号

制度との関係を抜きに考えることはできない。

住民登録番号は諜報活動の一環として1968年

に全国民に付与された番号である。1990年代

以降には全国共通の個人識別用IDとして、金

融、行政、医療、教育、兵役、納税、消費な

ど多くの場面で活用されるようになった。現

在では、民間企業の顧客情報管理でも大きな

役割を果たしている。

韓国の国民はITを使いこなす能力が高く、

最新技術の浸透スピードも速い。韓国におけ

るスマートフォン（多機能な携帯電話）の加

入者数は2010年12月の720万人（携帯電話全体

の14%）から、2011年 7月には1,549万人（同

30%）まで急増した（放送通信委員会「有無

線統計」）。また2011年には12～59歳の国民の

65.2%がスマートフォンやタブレットPCを利

用して無線インターネット接続をしている

（韓国インターネット振興院（KISA）「2011年

無線インターネット利用実態調査」）。このよ

うな韓国のIT環境は、ビッグデータ活用に有

利な条件となっている。

顧客動向分析に生かされるビッグデータ

韓国の主要企業は、早くは2000年前後から

マーケティングのために顧客情報を積極的に

活用している。代表的な企業には通信・製油

事業を展開するSKグループ、食品・流通事業

を展開するロッテグループがあり、会員サー

ビスやポイントサービスを通じて顧客動向を

収集・分析するなどビッグデータの活用に取

り組んでいる。

SKグループのポイントサービスである

「OK Cashbag」は 1999年にスタートし、

2011年には会員数3,400万人、加盟店1,500万軒

以上を有している（SKグループ公開資料およ

び記事より）。2008年には、この顧客基盤を活

用した統合マーケティング専門会社SKマーケ

ティングアンドカンパニーを設立した。また

韓国におけるビッグデータ活用
―IT環境や企業風土を背景とした特徴的な取り組み―

世界各国でビッグデータへの関心が高まっている。韓国でも、2012年はビッグデータに関す

る大きな変化の年になると認識されており、官民双方でビッグデータの分析・活用の取り組み

が本格化することが予想される。本稿では、韓国政府や民間の主要企業における取り組みを通

じて、韓国におけるビッグデータ活用の現状を紹介する。

海外便り
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2009年には大手銀行のハナ銀行と合弁で、ク

レジットカード会社ハナSKカードを設立し

た。これにより利用者の購買行動を多面的か

つリアルタイムに把握・分析できるようにな

った。

ロッテグループは、2005年にグループ各社

の会員サービスを統合して「Lotte Members」

をスタートさせた。現在では会員数が2,200万

人を超え、系列のロッテカードとも連携して

いる（ロッテグループ公開資料および記事よ

り）。ロッテデパートは、Lotte Membersの

情報を活用する一方で、独自の顧客動向管理

も行っている。2004年に構築した同社の新

CRM（顧客関係管理）システムは、人口統

計、購買パターン、季節、商圏など600以上の

基準で顧客動向を分析し、同社における販売

戦略策定の中核的な役割を担っている。

商品開発・サービス改善に向けた取り組み

商品開発およびサービスの改善もビッグデ

ータ活用の重要な目的の 1つである。そのた

めには購買情報以外にも、さまざまなデータ

を多様な方法で分析する必要があるが、企業

はこの分野にも積極的に取り組んでいる。

サムスングループでは、ソーシャルメディ

アで生成される非構造化データを収集・分析

し、商品開発やリスク管理に生かしている。

例えばサムスン電子は、ソーシャルメディア

やインターネット経由で収集した、原材料の

価格や新技術に関するデータを分析し、商品

企画や購買意思決定に活用している。

LG電子や現代自動車も、Webページ分析ツ

ールを活用して新商品に関する評価などの情

報を分析して商品開発に生かしている。

最近、その活用が期待されているビッグデ

ータとして自動車のセンシングデータがある。

ユーザーがガソリンスタンドなどを訪れた際

に、自動車に搭載されたナビゲーションシス

テムを通じて、自動車の状態を表すさまざま

な情報を収集する（ユーザーの同意が必要）。

現代自動車は、子会社が運営する「AutoCare

サービス」を通じてこれらの情報を収集し、

部品交換時期の早期把握や製品の改善などに

活用している。

韓国企業に特徴的な“統合管理”

韓国企業のビッグデータ活用のキーワード

は、徹底した“統合管理”である。韓国では

さまざまな経営情報を統合して多角的な分析

を行っている。また、グループ内で顧客情報

管理を統合する傾向が強い。これはグループ

内の系列会社間の結び付きが非常に強いとい

う韓国の企業グループの特徴にもよるが、連

携を通じてデータの精度が高まることに加え、

外部への顧客情報流出リスクの低減、グルー

プ一体となった競争力の確保などさまざまな

メリットがある。

政府や主要企業はこぞってビッグデータを

2012年のキーワードにあげており、ビッグデ

ータ分析・活用の本格化が期待される。 ■

NRIソウル支店
Associate Consultant

韓　 柱（Han SeokJoo）

専門は流通・IT分野の成長戦略立案
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NRI Web Site

事業・ソリューション別のポータルサイト

NRI公式ホームページ www.nri.co.jp

コンサルティング www.nri.co.jp/products/consulting 日本における先駆者として社会や産業、企業の発展に
貢献してきたコンサルティングサービスを紹介

金融・資本市場でのビジネスを戦略的にサポートする
ITソリューションの実績、ビジョンを紹介

金融ITソリューション www.nri.co.jp/products/kinyu

産業ITソリューション www.nri.co.jp/products/sangyo

IT基盤サービス www.nri.co.jp/products/kiban

流通業やサービス業、製造業などさまざまな産業分野
のお客様に提供するソリューションを紹介

産業分野や社会インフラを支えるシステム、システム
を安全・確実に運用するためのソリューションを紹介

先端的な基盤技術への挑戦と知的資産創造、技術をベ
ースにした新事業の創造の実践を紹介

情報技術本部 www.nri-aitd.com

企業間業務や生・配・販を中心とするさまざまな業種
の業務効率化を支援するソリューションを紹介

BizMart www.bizmart.jp

システムインテグレーション事業において培った基盤
構築のノウハウを結集させたソリューション群を紹介

GranArch granarch.nri.co.jp/main.html

サービス・ソリューション別のWebサイト

マーケティング戦略の効果を科学的に“見える化”し、
効果を最大化することを目的とした総合支援サービス

INSIGHT SIGNAL www.is.nri.co.jp

コンサルティング業務を通じて独自に開発したインタ
ーネットリサーチサービス

TrueNavi truenavi.net

コールセンターからマーケティング部門までさまざまな
ビジネスシーンで活用可能なテキストマイニングツール

TRUE TELLER www.trueteller.net

独自に生成する道路交通情報を活用した携帯電話・ス
マートフォン総合ナビゲーションサービス

未来型携帯ナビ 全力案内！ www.z-an.com

テスト工程の効率化を実現するテスト自動実行支援ツ
ール

てぷらぱ teplapa.nri.co.jp

オープンソースソフトウェアにより高品質な業務シス
テムを構築するワンストップサービス

OpenStandia openstandia.jp

ITサービスの品質向上とコスト最適化を実現するシス
テム運用管理ソフトウェア

Senju Family senjufamily.nri.co.jp

グループ企業・関連団体のWebサイト

インターネットシステムの企画・開発・設計・運用な
どのソリューションを提供

NRIネットコム www.nri-net.com

情報セキュリティに関するコンサルティング、ソリューシ
ョン導入、教育、運用などのワンストップサービスを提供

NRIセキュアテクノロジーズ www.nri-secure.co.jp

「NRIサイバーパテントデスク」など、特許の取得・活
用のためのソリューションを提供

NRIサイバーパテント www.patent.ne.jp

IT基盤の設計・構築・展開と稼働後のきめ細かな維
持・管理サービスを提供

NRIデータiテック www.n-itech.com

全国のシルバー人材センターの事業を支援する総合情
報処理システム「エイジレス80」を提供

NRI社会情報システム www.nri-social.co.jp

日本の経済社会の健全な発展および国民生活の向上のた
めに重要な経営幹部の育成を支援する各種講座を開催

野村マネジメント・スクール www.nsam.or.jp

NRIアメリカ www.nri.com
野村総合研究所（北京）有限公司 www.nri.com.cn/beijing

上海支店 shanghai.nri.com.cn
野村総合研究所（上海）有限公司 consulting.nri.com.cn

海外拠点のWebサイト

野村総合研究所（香港）有限公司 www.nrihk.com
NRIシンガポール www.nrisg.com
NRIソウル支店 www.nri-seoul.co.kr
NRI台北支店 www.nri.com.tw

本誌の各論文およびバックナンバーはNRI公式ホームページで閲覧できます。
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『ITｿﾘｭｰｼｮﾝ フロンティア』について

IR情報 www.nri.co.jp/irNRIグループのCSR活動 www.nri.co.jp/csr

会社情報

アジア・日本の新しい成長戦略に関わるNRIの取り組
み、研究成果の情報発信、政策提言などを紹介

未来創発センター www.nri.co.jp/souhatsu

金融・資本市場に関わるNRIの取り組みについての情報
発信、政策提言、ITソリューションを紹介

NRI Financial Solution fis.nri.co.jp
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